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（基礎調査報告）直方市の高齢者を取り巻く状況 

 
１ 高齢化の進行 

（１）人口と高齢者数の状況 

■ 人口における高齢化率は2020年の33.8％から2045年35.6％に増加 
■ 75歳以上の人口は2030年から減少 
■ 前期高齢者（65～74歳）の人口は2040年から増加に転じる 
■ 2045年には高齢者１人に対し生産年齢人口が1.5人を支える人口構造に 

 

① 高齢者数及び高齢化率の推計 
高齢者数は2020年以降減少傾向で推移すると見込まれます。 高齢化率は、2020年は33.8％と

なっていますが、2045年には35.6％に増加すると推計されます 。 
高齢者数の内訳をみると、75歳以上の後期高齢者は2030年以降減少する見込みですが、65～

75歳未満の前期高齢者は2040年以降増加に転じると見込まれます。 
 
【高齢者人口・高齢化率の将来推計】 

  
 

 

  

（出典）2000年～2020年まで：総務省「国勢調査」 
    2025年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 

【国立社会保障・人口問題研究所の最新推計データの公表にあわせ更新】 

（配布資料No.3) 
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② 年齢区分別人口割合 
2005年では15歳から64歳までの生産年齢人口が61.9％、65歳以上の高齢者人口が25.3％を占

めており、高齢者１人に対し生産年齢人口が2.5人となっていましたが、2045年には高齢者１人
に対し生産年齢人口が1.5人となることが見込まれ、人口構造の変化に対応した社会の仕組みづ
くりが求められます。 

 

【年齢区分別人口割合（推計）】 
 

 
 

 

 

 

 

  

出典： 【地域包括ケア見える化システムから引用】 
【国立社会保障・人口問題研究所の最新推計データの公表にあわせ更新】 
2000年～2020年まで：総務省「国勢調査」 

    2025年以降：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」 
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一般世帯数
高齢者独居世帯

数
高齢夫婦世帯数

高齢者独居世帯
の割合

高齢夫婦世帯の
割合

2005 21,449 2,555 2,672 11.9% 12.5%
2010 22,606 2,951 2,949 13.1% 13.0%
2015 23,217 3,571 3,191 15.4% 13.7%
2020 23,601 3,928 3,338 16.6% 14.1%

（２）世帯の状況 

■ 高齢者独居世帯、高齢夫婦世帯は年々増加 
■ 増加する高齢者世帯を支えるため、地域のつながりづくりで生活を支援する仕組みが必要 

 
高齢者独居世帯（65歳以上の一人暮らし世帯）、高齢者夫婦世帯（夫および妻の年齢が65歳

以上の世帯）は、ともに増加傾向で推移し、割合も増加しています 。 
2020年時点での高齢者独居世帯の割合は16.6％、高齢者夫婦世帯の割合は14.1％となっていま

す 。 
今後、高齢化率の増加に伴い、高齢者独居・夫婦世帯数や割合はともに増加が見込まれること

から、地域のつながりづくりや生活支援の仕組みづくりが引き続き重要です。 
 
【世帯類型別世帯数の推移】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：総務省「国勢調査」 
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２ 高齢者の介護状況・介護サービスの状況 

（１）要介護認定者数の状況 

■ 全体の認定者数は、横ばい傾向だが、軽度者の要支援2は増加傾向 
■ 年齢階級別認定率でみると、85歳以上の後期高齢者の割合が高い 
■ 認知症高齢者は今後も増加し、高齢者の認知症有病率は2045年には25.8%に 
■ 介護予防・健康づくり活動に全市的に取り組むことが必要 

 

① 要介護・要支援認定者数 
要介護・要支援認定者数は、全体数は横ばい傾向で推移しており、令和５年4月末現在で3,668

人となっています。認定区分別でみると、軽度者（要支援～要介護1）は直近では増加傾向とな
っており、重症化を抑制するための介護予防・健康づくり活動の普及拡大が求められます。 

 
【要介護・要支援認定者数の推移】 

 
 

  

出典：平成27年から令和4年：厚生労働省「介護保険事業状況報告（9月報）」、令和５年「介護保険事業状況報
告（４月報）」     
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② 要介護認定率 
要介護認定率は、令和元年以降横ばいで推移していますが 、県・全国と比較して1.0ポイント 
程度高くなっています 。 
 
【要介護認定率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③ 年齢階級別認定率 
年齢階級別認定率でみると、85歳以上の後期高齢者が高くなっており、県平均と同様に推移し

ています。 
 

【年齢階級別要介護認定率の推移】        【85歳以上の認定率の推移（国・県比較）】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

出典：平成27年から令和4年厚生労働省「介護保険事業状況報告（9月報）」、令和５年「介護保険事業状況報告（４月報）」    

出典：平成30年から令和4年厚生労働省「介護保険事業状況報告（9月報）」、令和５年「介護保険事業状況報告（４月報）」    
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④ 認知症高齢者数の推計 
認知症有病率（数学モデル）の推計によると、2020年では3,326人が認知症高齢者と推定され

ています。今後、高齢者の人口が減少する一方、認知症高齢者数は増加すると推計されており、
2045年には25.8%(65歳以上高齢者の約４人に１人) が認知症高齢者となると見込まれます 。 

※認知症有病率（数学モデル）による認知症高齢者数の推計 
厚生労働省の研究事業として九州大学が実施した「日本における認知症の高齢者人口の将来推

計に関する研究」において算出された認知症有病率数学モデル（糖尿病の増加に伴い有病率が増
加すると仮定した場合）をもとに、直方市で想定される認知症高齢者数を推計したものです 。 

   
【直方市の65歳以上の認知症高齢者数・認知症有病率の推計】 

 
【６５歳以上の認知症患者の推計と推定有病率（平成29年版高齢社会白書）】 
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（２）介護サービス受給者数（累計）の推移 

■介護サービス利用者数は横ばい傾向で推移しており、サービス別にみると居宅サービス受給
者が全体の75～6％ を占めています。 

 
【介護サービス別受給者数（累計）の推移】 
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2,856 
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居宅サービス受給者数（累計） 地域密着型サービス受給者数（累計）

施設サービス受給者数（累計）

（人）

40,276 39,279 39,850 40,152 39,919 39,612 39,570

出典：平成28年度から令和2年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和3年度から4年度「介護保険事業
状況報告（月報）から合算した値」     
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（３）介護サービス給付費と保険料額の状況 
■給付費は、各サービスともに横ばい傾向。施設サービス給付費が受給者数の割合と比較して

大きくなっています。 
■サービス別でみると、居宅サービスの給付額が全体の60％を占めており、その中でも「通所

サービス」が居宅サービス給付額の半分を占めています。 

 

① サービス別給付費 
サービスの給付費は、居宅サービス、地域密着型サービス、施設サービスともに横ばい傾向で

推移しています。 
 
【介護サービス別介護給付費の推移】 
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（千円）

5,090,612 5,253,704 5,333,112 5,377,469 5,391,328 5,401,080 5,333,669

出典：平成28年度から令和2年度：厚生労働省「介護保険事業状況報告（年報）」、令和3年度から4年度「介護保険事業
状況報告（月報）から合算した値」     
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【サービス別介護給付費・受給者数（令和5年2月サービス分）】 

  給付月額（千円） 受給者数（人） 

居
宅
サ
ー
ビ
ス 

訪問介護  25,530 633 

訪問入浴介護 1,360 23 

訪問看護 11,798 281 

訪問リハビリテーション 1,397 33 
居宅療養管理指導 6,872 528 

訪問サービス 計 46,957 1,498 
通所介護 86,364 836 
通所リハビリテーション 28,887 518 

通所サービス 計 115,251 1,354 
短期入所生活介護 4,590 58 
短期入所療養介護（介護老人保健施
設） 

1,677 27 

短期入所サービス 計 6,267 85 
福祉用具貸与 14,542 1,486 
福祉用具購入費 420 ー 
住宅改修費 535 ー 

福祉用具・住宅改修サービス 計 15,497 1,486 
特定施設入居者生活介護 41,241 241 
介護予防支援・居宅介護支援 25,386 2,094 

居宅サービス合計 250,599 6,758 

地
域
密
着
型
サ
ー
ビ
ス 

定期巡回・随時対応型訪問介護看護 5,421 38 
地域密着型通所介護 7,421 79 
認知症対応型通所介護 165 1 
小規模多機能型居宅介護 4,526 21 
認知症対応型共同生活介護 19,598 81 

地域密着型サービス合計 37,131 220 

施
設
サ
ー
ビ
ス 

介護老人福祉施設 59,781 263 
介護老人保健施設 67,181 264 
介護療養型医療施設 286 1 
介護医療院 7,287 19 

施設サービス合計 134,535 547 

総計 422,265 7,525 
  出典：「介護保険事業状況報告（月報）令和５年4月」     
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② 第８期の保険料額 
第８期計画期間の介護保険料基準額（月額）は、県内でも高く、6,314円となっています。 
人口規模の大きい福岡市、北九州市等を除き、高齢化率が高い自治体で保険料基準額が高くな

っています。 
 
【保険料基準額（月額）の主な自治体との比較（円）】 

自治体 保険料基準額（月額） 高齢化率（％） 

直方市 6,314 33.8 

大牟田市 6,220 37.1 

飯塚市 7,170 31.4 

八女市 6,000 36.4 

筑後市 5,900 27.3 

大川市 5,800 35.7 

行橋市 5,800 30.3 

中間市 6,160 37.4 

宗像市 5,000 29.1 

古賀市 5,100 27.6 

福津市 5,250 28.2 

嘉麻市 6,500 40.4 

北九州市 6,540 30.5 

福岡市 6,225 21.0 

久留米市 6,358 26.4 

福岡県介護保険広域連合 5,584 32.1 

福岡県平均 6,078 27.2 

 
 

出典：保険料基準額「介護保険事業状況報告（月報）令和５年４月」高齢化率「2020年国勢調査」   


